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要旨 

 

 本研究は、韓国と日本のサイバー空間で、利用者が本人であることを証明するために、どのような

方法を使用しているか、これに関する両国政府の政策はどのように変化してきたかを考察する。特

に、韓国の住民登録番号－公認認証書システムと日本の住民基本台帳ネットワークに関する比較を

中心に、両国の電子政府の運営、ひいてはインターネットガバナンスの相違点を眺める。  

 韓国の住民登録番号はサイバー空間での個人識別番号として活用し始め、電子政府を超え電子商取

引まで活発化させた面がある。一方、日本では、一貫した個人識別番号システムが存在せず、情報

化への遅れが問題として提起されていた。しかし、最近韓国ではプライバシーの侵害やサイバー犯

罪への露出などの問題が拡大され、サイバー空間、特に電子政府の利用における個人識別と認証を

どのように行うかを省察する必要性が高まっている。そして、政府と専門家の報告書を中心に文献

調査を行い、両国の事例を比較する。 

 

キーワード: 住民登録番号、公認認証書、住民基本台帳ネットワーク、電子政府、インターネ

ットガバナンス 

 

1. 初めに 

 

 韓国と日本の社会には文化・制度的な類似点が存在するが、両国のインターネットガバナンスに

はいくつかの相違点が目立つ。韓国の「住民登録番号」は、インターネット開発の初期からサイバ

ー空間での個人識別番号として活用され、電子政府や電子商取引の利用を活性化した側面がある。

しかし、無分別な住民登録番号の使用のため、プライバシーの侵害・サイバー犯罪への露出などの

問題が表面化され、社会的な論議が起こっている。一方、日本では一貫した個人識別番号システム

が存在せず、住民基本台帳ネットワーク（以下、住基ネット）とマイナンバーなどを導入したが、

利用範囲が制限され、社会的な反対に直面した。 

 本研究では、韓国と日本のサイバー空間、特に電子政府を利用する場合、利用者が本人であるこ

とを証明するため、どのような方法を使っているか検討する。そして、その方法に関して両国政府

はどのような政策を推進していたかを考察する。特に、韓国の「住民登録番号・公認認証書システ

ム」と、日本の「住基ネット・マイナンバー・電子証明書」の比較を中心に両国のインターネット
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ガバナンスの違いを分析する。  

 

具体的に、本研究では次のような問いに答える。 

(1) 韓国と日本はサイバー空間、特に電子政府での本人認証のため、どのような手段を使ってきた

か。 

(2) 日韓の電子政府で個人識別番号を利用してできることは何か。 

(3) 韓国の利用者が本人認証のため、住民登録番号と公認認証書を利用するようになった背景には

何があるか。  

(4) 日本は個人識別番号を導入するため、どのように準備したか。 

 本研究は両国の政府文書やメディアの報道を中心に文献調査を行い、電子政府システムの開発と

利用により重要な個人識別番号システムを比較する。 

 

2. 電子政府と本人認証 

 

 電子政府は、収益を目的とする e-ビジネスとは異なり、国民に対するサービス質の向上と新たな

サービスを提供することを目的にしている(金、2000)。政府は電子政府を通じて、国民により便利

な行政サービス、つまり、従来には技術的な限界でできなかったサービスを提供することできる。

その上、情報技術を活用で、政府組織・業務システムを効率的に改革し、行政処理の効率化を達成

することを可能である。2012 年の UN 電子政府調査によると、日韓の電子政府の準備指数は上位を

記録している。韓国は電子政府の発展指数(E-government Development Index)が 0.9283 で、2010

年に続き世界 1位を占め、日本は 0.8019 で 18 位である。特に、韓国は政府サービス全体の 87％を

ネットでも提供し、オンラインサービス指数 1.000 で満点を記録した。 

 電子政府の形態の一つとして、行政サービスをオンラインで提供する場合、相手の身元を確認す

ることが重要な課題になる。サイバー空間での本人認証のためには (1)行政機関から発行された個

人識別番号は・ID・パスワードをネットで入力する方法 (2)IP アドレスを確認する方法 (3)指紋認

証システムをインストールして利用する方法 (4)カードリーダーをインストールして発行された IC

カードと読み込む方法 (5)登録した固定電話または携帯電話に転送されたメッセージを入力する方

法など様々な方法が考案された。その中で、個人識別番号を利用することは、個人がオンラインで

最も簡単に本人であることを証明できる方法である。この理由で、韓国では住民登録番号という個

人識別番号がサイバー空間での本人認証のため頻繁に使用されている。住民登録番号は 1968 年 1 月、

北朝鮮の工作員が青瓦台を襲撃したことに対する安全保障強化対応の一つとして、韓国政府が全国
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民に付与した 13 桁の番号である。住民登録番号には生年月日・性別・本籍地があらわれていること

で、軍事政権が国民を簡単に管理するため作った識別番号だと批判されていた。しかし、1990 年代

韓国で高速インターネットが普及し始め、電子政府や電子商取引に住民登録番号を利用すると本人

認証が容易であることで、電子政府を含むサイバー空間での個人識別番号として使用し始めた。行

政官庁を一度も訪問しなくても、住民登録番号を正確に入力することで、遠隔で行政サービスの利

用できる。 近年ではセキュリティの強化のため、住民登録番号をベースにした公認認証システムを

電子政府と電子商取引の認証手段として使用するようになった。 

 日本には韓国の住民登録番号のような全国民に発行した個人識別番号が存在せず、一部の政府機

関が窓口で本人確認の手続きを行ってから ID を交付している。国税庁の e-tax の ID、市町村長の

住民基本台帳カードが電子政府のための代表的な認証手段であるが、個人情報の保護のため、情報

保有機関ごとに別の個人番号を用意するしかない状態である。 

 

3. 日韓の個人識別番号システムとこの活用 

 

 韓国の電子政府の活用範囲は、政府が市民にオンラインで提供するほぼすべてのサービスを包括

しているといっても過言ではない。政府統合サイトである「民願124（minwon.go.kr）」では、2013

年約 2968 種のオンライン証明書を申請することができ、1163 種の書類を個人用のプリントで発行

できる。申請・発行・閲覧件数の全てが急激に増加し、2012 年末まで約 6千 4百万件の申請、5千

万件以上の書類を発行した。その以外にも税金の申告および納付、健康保険の履歴照会、国家資格

試験の申し込み、兵役義務の実行、すべての金融取引などが可能である。 

 このようなサービスは、住民登録番号と公認認証書のシステムに統合されている。2000 年代に導

入された公認認証書は、ネットで発行し PC に保存することで、身分を確認するだけでなく、電子署

名用にも使われている。たとえば、海外に長期に滞在する場合、国税庁のウェブサイトにログイン

してボタンを押すと、出入国管理所と自動的に連結され、住民税の減額の処理が可能である。 

 

 

 

 

 

                                                            
1 国民の請願、相談などを意味。 
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図 1 住民登録番号－公認認証書システムの活用範囲 

 

 

出所：韓国行政安全部(2008).『電子政府事業白書』参照. 

 

 日本では、社会保障制度と税制をより効果的に運営するためには共通番号制度の導入を主張する

声が高まっている。この概念は 2002 年住基ネットを導入すると時もあったが、(1)国家管理への懸

念 (2)個人情報の追跡・突合に対する懸念 (3)財産その他の被害への懸念(社会保障・税番号大綱、 

2011)で、各地で憲法訴訟が提起されたことがある。2008 年最高裁判所は個人情報を一元的に管理

する主体が存在しないことを条件として住基ネットを合憲と判断した。2012 年の内閣府の世論調査

では 60％以上の人が共通番号の必要性に同意するなど、番号導入で社会保障の施策の幅が広がるこ

とを期待している。 

 その結果、2016 年から共通番号(マイナンバー)の利用が開始し、住基ネットのシステムを活用し

て全国民に付けられる予定である。番号を「カギ」として使うことで、個人所得や年金、医療・介

護の自己負担や給付などの記録を結びつけることが可能になる。 
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図 2 住基ネット・マイナンバーの活用範囲 

 

 

出所：高木(2013) p.7  

 

 しかし、マイナンバーをサイバー空間で活用ためには、いくつかの課題がある。まず、個人情報の

漏洩防止のための措置をより多角的に講じなければならない。「個人番号情報保護委員会」でサイ

バー犯罪への対策を具体的に用意することが期待される。次は、IC カードやカードリーダライタカ

ードなど関連機器の価格問題である。韓国の場合、公認認証書の発行がほぼ無料で、別の装置も必

要ではないことで、電子政府が迅速に普及することができた。日本で年齢・性別・地域を越えての

利用率を高めるためには、使用申請の手続きおよび方法の簡素化をする必要がある。 
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4．終わりに 

 サイバー空間での個人識別番号の利用は諸刃の剣のようなものである。政府は個人識別番号を利

用して様々な情報を集積し、これを活用した政策や制度を運営することができる。その反面、個人

情報の乱用で、プライバシーや財産被害などの問題がおこる可能性もある。 

 韓国は住民登録番号と公認認証書の活発な利用で、過去 10 年間の行政の便益を十分に享有するこ

とができた。しかし、過去 2－3年には住民登録番号がインターネット上に流出し、他人が番号を使

って買い物をするなどの詐欺事件が相次いだ。それにもかかわらず、韓国では対案の不在、経路依

存性などで住民登録番号そのものをなくすことは考慮されておらず、電子政府での使用は継続する

ことが予測される。代わりに、住民登録番号の民間の使用は厳しく規制し、公共の利用にも必要な

分野を選別する動きがある。この過程で、日本の一元管理主体不存在の原則などを参照することが

できるだろう。 

 日本では、これまで個人情報が分散管理され、行政の効率性が阻害されていた側面がある。その上、

e-Tax（電子申告・納税システム）は本人確認が厳格なため、導入から 10 年を向かっていても個人

納税者の利用率は 15％程度である。今後、マイナンバー導入による情報の統合・連動する過程で、

韓国の事例を通して適切な水位を調節する必要がある。 
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